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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

Ⅵ-2-2-8「タービン建物の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を

以下に示す。 

 

 

 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 3 地震荷重の入力方法 

別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 5 地震応答解析による壁の塑性化に対する影響検討 

別紙 6 最大接地圧について 

別紙 7 応力解析における応力平均化の考え方 

別紙 8 蒸気タービンの基礎を逆位相とした場合の影響検討 
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別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の 

解析モデル及び手法の比較  
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別紙 1-1 

1. 概要 

本資料は，タービン建物の基礎スラブの既工認時及び今回工認時の応力解析モデル及び

手法の比較を示すものである。 
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別紙 1-2 

2. 応力解析モデル及び手法の比較 

2.1 既工認時及び今回工認時の応力解析モデル及び手法の比較 

タービン建物の基礎スラブの応力解析モデル及び手法の比較を表 2－1に示す。 

比較に用いる既工認時の応力解析モデル及び手法は，昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁

第 8283 号にて認可された工事計画のⅣ-2-7「タービン建物の耐震性についての計算書」

（以下「既工認」という。）のものである。 
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別紙 1-3 

表 2－1(1) 応力解析モデル及び手法の比較（タービン建物の基礎スラブ） 

項目 内容 既工認 今回工認 備考 

解析手法 
3次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析

（弾性解析） 

3次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析

（弾塑性解析） 
① 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ ＡＢＡＱＵＳ ① 

モデル 

モデル化 

範囲 

（基礎スラブモデル部分） 

・基礎スラブ全体 

（上部構造物モデル部分） 

・基礎スラブより立ち上がる剛性の高 

い一部壁 

（基礎スラブモデル部分） 

・同左 

（上部構造物モデル部分） 

・基礎スラブより立ち上がる剛性の高 

い一部壁及び床スラブ 

② 

材料物性 

検討時の規準に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数： 

Ｅ＝2.06×104 N/mm2（SI換算） 

・コンクリートのポアソン比： 

ν＝0.167 

適用規準の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数： 

Ｅ＝2.25×104 N/mm2 

・コンクリートのポアソン比： 

ν＝0.2 

・鉄筋のヤング係数： 

Ｅ＝2.05×105 N/mm2 

③ 

要素種別 

（基礎スラブモデル部分） 

・シェル要素 

（上部構造物モデル部分） 

・はり要素 

（基礎スラブモデル部分） 

・積層シェル要素 

（上部構造物モデル部分） 

・積層シェル要素 

② 

拘束条件 

・EL 2.0m～EL 41.6mの一部壁の剛性を

はり要素で考慮 

・EL 2.0m～EL 20.6mの一部壁の剛性を

積層シェル要素で考慮 

・EL 2.0m～EL 20.6mの床スラブの剛性

を積層シェル要素で考慮 

② 

境界条件 
・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは浮上りを考慮 
同左 － 

非線形 

特性 

考慮せず （基礎スラブモデル部分） 

コンクリート 

・圧縮側のコンクリート構成則： 

CEB-FIP Model codeに基づき設定 

・ひび割れ発生後の引張軟化曲線： 

出雲ほか（1987）による式 

鉄筋の構成則 

・バイリニア型 

（上部構造物モデル部分） 

・考慮せず 

① 

地震荷重との組合せ 

ＳＢ地震時：Ｇ＋Ｐ＋ＳＢ 

Ｓ２地震時：Ｇ＋Ｐ＋Ｓ２ 

 

Ｇ ：固定荷重（浮力を含む） 

Ｐ ：積載荷重 

ＳＢ ：1.5Ｃｉ地震荷重（地震時土圧 

荷重を含む） 

Ｓ２ ：Ｓ２地震荷重（地震時土圧荷重 

を含む） 

Ｓｓ地震時：Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

Ｇ ：固定荷重（浮力を含む） 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：Ｓｓ地震荷重（地震時土圧荷重 

を含む） 

－ 
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別紙 1-4 

表 2－1(2) 応力解析モデル及び手法の比較（タービン建物の基礎スラブ） 

項目 内容 既工認 今回工認 備考 

荷重の 

設定 

固定荷重 

及び 

積載荷重 

躯体自重，機器配管重量，上部構造物か

らの荷重及び浮力 
同左 － 

地震荷重 

上部構造物からの地震力（水平力，曲げ

モーメント，鉛直力）及び基礎部の付加

地震力を入力 

同左 － 

地震時 

土圧荷重 

ＳＢ地震時 

北側：0.29・γ・ｈ 

西側，東側：0.32・γ・ｈ 

Ｓ２地震時 

北側：1.32・γ・ｈ 

西側，東側：1.80・γ・ｈ 

 

γ：土の単位体積重量（t/m3） 

ｈ：地表面からの深さ（m） 

 

北側， 

西側，東側：186.2＋0.5・γ・ｈ 

 

γ：土の単位体積重量（kN/m3） 

ｈ：地表面からの深さ（m） 

 

・地震時土圧は，常時土圧に地震時増分

土圧を加えて算出 

・地震時増分土圧は「原子力発電所耐震

設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版（（社）日本電気協会）」

に基づき算出した加力側増分土圧荷重

及び支持側増分土圧を包絡したものと

して評価 

－ 

評価方法 応力解析 

発生応力が許容応力度を超えないことを

確認 

鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面

外せん断力が評価基準値を超えないこと

を確認 

 ④， 

⑤ 

解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 平面図 

 

注：青太線は，はり要素を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 全体鳥瞰図 

 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 全体鳥瞰断面図（Ａ－Ａ’断面） 

 

② 
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別紙 1-5 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

① 既工認では弾性解析を採用しているが，今回工認では弾塑性解析を採用する。（詳細は

「2.2.1 弾塑性解析の採用」に示す。） 

② 今回工認では EL 2.0m～EL 20.6mの剛性の高い一部壁及び床スラブを積層シェル要素で

モデル化する。（詳細は「2.2.2 一部壁及び床スラブの積層シェル要素でのモデル化」

に示す。） 

③ コンクリートのヤング係数及びポアソン比については，「鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，1999改定）」に基づき再計算す

る。 

④ 「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，20

03）」に基づき評価する。 

⑤ 荷重の種類で区分した解析ステップごとに荷重を入力する一連の解析を実施し，最終的

な応力又はひずみにより評価を実施する。なお，解析ステップは地震荷重以外の荷重，

地震荷重の順である。 
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別紙 1-6 

2.2 既工認モデルと今回工認モデルの差異について 

2.2.1 弾塑性解析の採用 

応力解析に弾塑性解析を採用することについては，基準地震動Ｓｓによる入力の

増大に伴い，タービン建物の鉄筋コンクリート構造全体としての挙動が塑性域に入

ると考えられるため，その塑性域の挙動を適切に評価するために採用するものであ

る。 

また，準拠する規格・基準について，タービン建物の基礎スラブに要求される機

能は，基準地震動Ｓｓに対する間接支持構造物としての機能であり，許容限界とし

ては機能維持となる。一方，鉄筋コンクリート造構造物に関する規格である「発電

用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，

2003）」（以下「ＣＣＶ規格」という。）は，基準地震動Ｓｓに対して主要施設として

の機能確保が必要な施設に対する設計規格であるため，タービン建物の基礎スラブ

の弾塑性解析はＣＣＶ規格に基づき実施する。 

 

2.2.2 壁及び床スラブの積層シェル要素でのモデル化 

既工認モデルは，耐震壁等の剛性の高い壁を，その剛性を考慮した等価なはり要

素でモデル化していた。一方，今回工認モデルでは，壁の立体的な形状による剛性

への寄与を考慮することを目的として，既工認モデルではり要素でモデル化してい

た壁のうち，EL 2.0m～EL 20.6m の壁を積層シェル要素でモデル化する。また，EL 

2.0m～EL 20.6mに存在する床スラブを積層シェル要素でモデル化する。 

既工認からのモデル化方法の変更点を表 2－2 に，既工認モデルと今回工認モデル

の概念図を図 2－1に示す。 

なお，今回工認モデルにおいて，EL 2.0m～EL 20.6mの壁及び床スラブは積層シェ

ル要素でモデル化しているが，弾性部材としてモデル化している。一方，Ⅵ-2-2-7

「タービン建物の地震応答計算書」に示すとおり，タービン建物の地震応答解析で

は弾塑性時刻歴応答解析を実施しており，Ｓｓ地震時にせん断スケルトン曲線上の

最大応答値が第 1 折れ点を超え，塑性化する結果となっていることから，壁が塑性

化することによる影響について確認する。確認結果については，別紙 5「地震応答

解析による壁の塑性化に対する影響検討」に示す。 

 

表 2－2 既工認からのモデル化方法の変更点 

部位 
EL 

（m） 
既工認モデル＊ 今回工認モデル＊ 備考 

壁 
20.6～41.6 はり要素 －  

2.0～20.6 はり要素 積層シェル要素  

床スラブ 2.0～20.6 － 積層シェル要素  

注記＊：壁及び床スラブは弾性部材としてモデル化。  
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別紙 1-7 

EL 41.6

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0
EL  0.0

11.010.58.08.09.012.512.011.512.011.512.08.011.00.5 0.5
138.0

41
.6

B B

EL 8.5(GL)

PN

(単位:m)

      

 

注：右図の青太線は，はり要素を示す。 

 

(a) 既工認モデル 

 

EL 41.6

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0
EL  0.0

11.010.58.08.09.012.512.011.512.011.512.08.011.00.5 0.5
138.0

41
.6

B B

EL 8.5(GL)

PN

(単位:m)

     

 

 

(b) 今回工認モデル 

 

図 2－1 既工認モデルと今回工認モデルの概念図 

  

：はり要素でのモデル化範囲 

：積層シェル要素でのモデル化範囲 

はり要素 

（壁） 

積層シェル要素 

（床スラブ） 

積層シェル要素 

（壁） 
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別紙 1-8 

既工認モデルは，耐震壁等の剛性の高い壁を等価な剛性を考慮したはり要素でモ

デル化しているが，考慮している剛性は基礎スラブ面外方向の剛性のみとしている。

本来，基礎スラブより上階において耐震壁等の直交する壁は相互につながっている

が，その効果は考慮されていない。 

一方，今回工認モデルでは EL 2.0m～EL 20.6m の壁を積層シェル要素でモデル化

していることから，既工認モデルではり要素として考慮していた基礎スラブに対す

る面外剛性に加えて，壁の面外剛性，面内剛性も考慮される。また，EL 2.0m～EL 

20.6m の床スラブを積層シェル要素でモデル化している。これらの壁及び床スラブ

が全体として基礎スラブへの拘束部材となり，より実状に近い構造挙動となる。例

えば，地震荷重時に基礎スラブが面外に変形しながら浮上りを生ずる挙動に対して，

地震方向と直交方向の壁が一体性を保持しつつ，立体的に抵抗することとなる。ま

た，既工認モデルのはり要素は中立軸を壁の図心として評価したものを基礎スラブ

中心位置に設定しており偏心が考慮されないのに対し，今回工認モデルでは壁の積

層シェル要素を基礎スラブ上端より立ち上げるため，基礎スラブ中心（モデル化位

置）からの偏心距離が考慮されることにより曲げ剛性が大きく評価される。これら

の結果，基礎スラブの面外変形が既工認モデルと比較して小さくなり，基礎スラブ

の応力は低減することとなる。 

ただし，実機では上部構造物全体の壁及びスラブが一体となって拘束効果を発揮

するのに対し，今回工認モデルでは EL 2.0m～EL 20.6m のみを積層シェル要素でモ

デル化することから，拘束効果は実機より小さく保守的である。 

なお，耐震壁の地震力算定に用いる地震応答解析では基礎スラブを剛体として扱

っているため，基礎スラブの柔性等の実際の柔らかさを考慮する場合に対し基本的

に耐震壁が負担する地震力を保守的に評価している。また，耐震壁の土圧荷重の評

価においては一方向版を仮定し，基礎スラブとの接続部で固定とする等の評価を実

施していることから耐震壁には十分な余裕がある。 

上部構造物のモデル化方法の変更に伴う解析上の影響を表 2－3に示す。 
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表
2－
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今
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工
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ル
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定
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拘
束
効
果
は
実
機
よ
り
弱
い
。

 

・
壁
の
曲
げ
剛
性
は
壁
の
図
心
位
置
で
評
価
し
た
も
の
を
基
礎
ス
ラ
ブ
中

心
位
置
に
設
定
し
て
お
り
，
偏
心
が
考
慮
さ
れ
な
い
た
め
，
実
機
よ
り

小
さ
い
。

 

・
EL

 2
.0

m～
EL

 
20

.6
m
ま
で
は
中
立
軸
に
対
す
る
曲
げ
剛
性
を
考
慮
し

て
お
り
，
既
工
認
モ
デ
ル
に
比
べ
て
実
機
の
状
態
に
近
い
モ
デ
ル
と
な

っ
て
い
る
。

EL
 2

0.
6
m
よ
り
上
に
あ
る
壁
お
よ
び
床
ス
ラ
ブ
は
モ
デ

ル
化
し
て
お
ら
ず
，
そ
の
拘
束
は
考
慮
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
，
拘
束

効
果
は
実
機
よ
り
弱
い
。

 

・
壁
の
曲
げ
剛
性
は
基
礎
ス
ラ
ブ
中
心
か
ら
の
偏
心
が
考
慮
さ
れ
て
お

り
，
既
工
認
モ
デ
ル
と
比
べ
て
実
機
に
よ
り
近
い
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い

る
。

 

・
ス
ラ
ブ
の
拘
束
等
に
よ
り
，
お
よ
そ
層
毎
に
中
立
軸
に
対
す
る
曲
げ
剛

性
が
働
く
と
考
え
ら
れ
，
建
物
上
部
躯
体
全
体
と
し
て
拘
束
効
果
を
発

揮
す
る
。

 

土
圧
の
負
担
要
素

 

・
土
圧
に
よ
る
荷
重
は
全
て
基
礎
ス
ラ
ブ
が
負
担
す
る
モ
デ
ル
と
な
っ

て

お
り
，
実
機
及
び
今
回
工
認
モ
デ
ル
よ
り
負
担
要
素
は

少
な
い
。

 

・
土
圧
に
よ
る
荷
重
は
基
礎
ス
ラ
ブ
に
加
え
，
地
下
部
分
の
壁
及
び
床
ス

ラ
ブ
が
荷
重
を
負
担
す
る
モ
デ
ル
と
な
っ
て
お
り
，
実
機
と
同
等
で
あ

る
。

 

・
土
圧
に
よ
る
荷
重
は
基
礎
ス
ラ
ブ
に
加
え
，
地
下
部
分
の
壁
及
び
床
ス

ラ
ブ
が
荷
重
を
負
担
す
る
。

 

基
礎
ス
ラ
ブ
の
評
価
に

 

お
け
る
モ
デ
ル
化
の

 

特
徴
及
び
保
守
性

 

既
工
認
モ
デ
ル
は
当
時
の
計
算
能
力
の
制
約
も
あ
り
，
上
部
構
造
物
の
立

体
的
構
造
を
モ
デ
ル
化
し
な
い
シ
ン
プ
ル
な
モ
デ
ル
と
し
て
い
る
た
め
，

モ
デ
ル
化
し
た
範
囲
の
荷
重
を
基
礎
ス
ラ
ブ
が
す
べ
て
負
担
す
る
モ
デ
ル

と
な
っ
て
い
る
。

 

こ
の
よ
う
な
モ
デ
ル
化
に
よ
り
，
基
礎
ス
ラ
ブ
の
評
価
に
お
い
て
実
挙
動

に
対
し
て
保
守
的
な
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。

 

今
回
工
認
モ
デ
ル
は

E
L 

20
.6
m
よ
り
上
に
あ
る
壁
お
よ
び
床
ス
ラ
ブ
は

モ
デ
ル
化
し
て
い
な
い
た
め
，
こ
れ
ら
の
床
ス
ラ
ブ
を
含
め
た

上
部
構
造

物
全
体
と
し
て
の
拘
束
効
果
は
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
。

 

こ
の
よ
う
な
モ
デ
ル
化
に
よ
り
，
基
礎
ス
ラ
ブ
の
評
価
に
お
い
て
実
挙
動

に
対
し
て
保
守
的
な
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。

 

－
 

 

：
は
り
要
素
 

：
積
層
シ
ェ
ル
要
素
 

上
部
構
造
物
全
体
が
 

抵
抗
要
素
と
な
る
 

は
り
要
素
 

の
評
価
部
分
 

は
り
要
素
の
 

モ
デ
ル
化
位
置
 

 
積
層
シ
ェ
ル
要
素
 

の
評
価
部
分
 

偏 心 考 慮
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別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件 

及び拘束条件の考え方 
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別紙 2-1 

1. 概要 

本資料は，タービン建物の基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束

条件についての概要を示すものである。 
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別紙 2-2 

2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

タービン建物の基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2

－1に示す。 

 

直接基礎の底面の地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。なお，地

震時の評価を行うことから，各荷重に共通で動的な地盤物性に基づく地盤ばねを用いる。 

・水平ばね 

振動アドミッタンス理論に基づく水平ばねより算出する。 

 

・鉛直ばね 

基礎浮上りを考慮し，回転ばね反力として生じる転倒モーメントを適切に評価する

ため，振動アドミッタンス理論に基づく回転ばねより算出する。 

 

有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊については，以下のとおり。 

・シェル要素 

要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重条件よ

り要素分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2 以

下，その他の領域や応力変化が少ない領域では，1：3 程度までで，分割に際しては 4

角形要素を利用して格子状とするのが一般的である。曲面板構造の場合は，平板要素

や軸対称シェル要素の大きさは，集中荷重や不連続部を含む曲面部近傍では2.5√R/tを

10～20 分割すると適切な応力分布が求められ，構造物の半径（R）と板厚（t）が考慮

されている。また，面内曲げ・軸力及び面外のせん断や曲げを受ける部材のシェル要

素の辺の長さは，シェルの広がり方向の応力分布の状態から決まり，応力変化が大き

い領域は要素を小さくする必要がある。 

 

注記＊：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE協会，2006年） 
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別紙 2-3 

表 2－1(1) モデル化，境界条件及び拘束条件 

モデル概要 

〇モデル化範囲 

・評価対象である基礎スラブ全体をモデル化する。 

・上部構造物については，基礎スラブより立ち上がる剛性の高い一部壁及び床スラブの

剛性を拘束条件として考慮する。 

 

 

EL 41.6

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0
EL  0.0

11.010.58.08.09.012.512.011.512.011.512.08.011.00.5 0.5
138.0

41
.6

B B

EL 8.5(GL)

PN

(単位:m)

 
 

モデル化範囲 

 

 

  

評価対象のモデル化範囲 

：積層シェル要素でのモデル化範囲 

 （拘束条件として考慮） 

タービン建物基礎スラブ 
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別紙 2-4 

表 2－1(2) モデル化，境界条件及び拘束条件 

モデル概要 

〇使用要素 

・積層シェル要素 

 

 

〇要素分割 

・要素の一辺の長さを 2.0～3.0m程度とし，壁及びスラブの配置を考慮して分割する。 

 

 

全体鳥瞰図 

 

全体鳥瞰断面図（Ａ－Ａ’断面） 

 

モデル概要 

 

Ｙ 

Ｘ 

Ｙ 

Ｘ 

積層シェル要素 

（床スラブ） 

積層シェル要素 

（壁） 

積層シェル要素 
（基礎スラブ） 

Ａ 

Ａ’ 

EL 20.6m 

EL 2.0m 
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別紙 2-5 

表 2－1(3) モデル化，境界条件及び拘束条件 

境界条件 

基礎スラブと地盤の境界 

・基礎スラブと底面地盤との間に底面地盤を表現

するギャップ要素を設け，基礎スラブと底面地

盤との間の剝離（基礎スラブの浮上り）を考慮

している。 

 

モデル概要 

〇ギャップ要素 

鉛直ばねに引張力が発生した際に，水平剛性及び鉛直剛性をゼロとし，浮上りを考慮す

る。 

      

注：鉛直ばねに引張力が発生した場合には，水平剛性もゼロとする。 

(a) 水平剛性             (b) 鉛直剛性 

ギャップ要素の概念図 

〇底面地盤ばね 

水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：振動アドミッタンス理論による水平ばねＫＨ ＮＳ（ＥＷ）を節点支配面積Ａｉで

離散化。 

ＫＨｉ ＮＳ（ＥＷ）＝（ＫＨ ＮＳ（ＥＷ）／Ａ）×Ａｉ 

Ａ：基礎スラブの底面積 

・鉛直剛性：転倒モーメントが支配的となるため振動アドミッタンス理論による回転ば

ねＫＲを節点支配面積Ａｉで離散化。 

ＫＶｉ＝（ＫＲ ＮＳ／ＩＮＳ ＋ ＫＲ ＥＷ／ＩＥＷ）／2×Ａｉ 

Ｉ：基礎スラブの断面二次モーメント 

 

 

 

 

 

底面地盤ばね 

鉛直剛性 

鉛直ばね応力 

O 

引張 

圧縮 

変位 変位 

水平ばね応力 

O 

水平剛性 

ギャップ要素 

基礎スラブ底面全体で 

離散化 
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別紙 2-6 

表 2－1(4) モデル化，境界条件及び拘束条件 

拘束条件 

上部構造物と基礎スラブの境界 

・基礎スラブと上部構造物の境界部においては，上部構造物の剛性を考慮することで，基

礎スラブの応力・変形状態を評価する。 

・上部構造物の剛性は以下のとおり考慮する。なお，上部構造物は弾性要素としている。 

(1) EL 2.0m～EL 20.6mの一部の壁の剛性を積層シェル要素として考慮する。 

(2) EL 2.0m～EL 20.6mの床スラブの剛性を積層シェル要素として考慮する。 
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別紙 3 地震荷重の入力方法 
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別紙 3-1 

1. 概要 

本資料は，タービン建物の基礎スラブに作用する地震荷重の入力方法について示すもの

である。 
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別紙 3-2 

2. 地震荷重の入力方法 

タービン建物の基礎スラブの応力解析に当たって，ＦＥＭモデルに入力する地震荷重と

して，水平地震力，鉛直地震力及び地震時土圧荷重を考慮する。 

地震荷重の入力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果を考慮し，ＦＥＭモデル

に入力する水平力，曲げモーメント及び鉛直力が，各質点位置で地震応答解析結果と等価

になるように設定する。 

具体的には，水平地震力については，地震応答解析により求まる最大応答せん断力に基

づく水平力をＦＥＭモデルに入力する。上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反

力については，ＦＥＭモデルにおける上部構造物脚部に対応する基礎スラブの各節点に，

節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。基礎スラブモデル部分につい

ては，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面地盤ばねの最大水平力から，上部構造物か

ら作用する水平力を差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加せん断力」という。）をＦ

ＥＭモデルの基礎スラブの各節点に，節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重として入

力する。 

また，地震応答解析により求まる最大応答曲げモーメントをＦＥＭモデルに入力する。

上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反力は，偶力に置換して水平力の入力位置

に節点荷重として入力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より求まる

基礎スラブ底面地盤ばねの最大曲げモーメントから，上部構造物から作用する曲げモーメ

ントを差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加曲げモーメント」という。）をＦＥＭモ

デルの基礎スラブの各節点に，節点の支配面積と中心位置からの距離に応じて偶力に置換

して分配し，節点荷重として入力する。 

なお，水平地震力及び曲げモーメントについては，耐震壁の位置に対応する節点に入力

する。 

鉛直地震力については，地震応答解析により求まる基礎スラブ直上の部材の軸力から算

出した軸力係数に基づく鉛直力をＦＥＭモデルに入力する。上部構造物から作用する基礎

スラブへの地震時反力については，ＦＥＭモデルにおける上部構造物脚部位置に対応する

基礎スラブの各節点の支配面積に応じて上部構造物の重量を分配した支配重量に軸力係数

を乗じた節点荷重として入力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より

求まる基礎スラブ底面地盤ばねの鉛直力から上部構造物から作用する鉛直力を差し引いた

値と等価になる荷重（以下「付加軸力」という。）を基礎スラブの質点重量で除して付加軸

力係数を算出する。そして，ＦＥＭモデルの基礎スラブの各節点の支配重量に付加軸力係

数を乗じた節点荷重及び面荷重として入力する。 

地下外壁部に作用する地震時土圧荷重により基礎スラブに作用する荷重は，せん断力及

び曲げモーメントを考慮し，外壁を各階スラブ位置で支持した連続はりモデルを用いて算

出する。算出した外壁脚部に生じる単位長さあたりのせん断力及び曲げモーメントは，基

礎スラブ外周の節点の支配長さに応じて分配し，節点荷重として入力する。 

ＦＥＭモデルに入力する地震荷重の概念図を図 2－1 に示す。また，ＦＥＭモデルに入力

する地震荷重を図 2－2に示す。  
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別紙 3-3 

 

(a) 水平地震力 

 

 

(b) 曲げモーメント 

 

 

(c) 鉛直地震力 

 

図 2－1(1) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重の概念図 

  

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加せん断力Ｐ
Ｂ
の算出 

 

Ｐ
Ｂ
＝Ｑ

Ｒ
－Ｑ

Ｓ 

 

Ｐ
Ｂ
：ＦＥＭに入力する付加せん断力 

Ｑ
Ｒ
：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる水平力 

Ｑ
Ｓ
：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用

するせん断力 

Ｐ
Ｂ
 

Ｑ
Ｓ
 

Ｑ
Ｒ
 

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加曲げモーメントＭ
Ｂ
の算出 

 

Ｍ
Ｂ
＝Ｍ

Ｒ
－Ｍ

Ｓ 

 

Ｍ
Ｂ
：ＦＥＭに入力する付加曲げモーメント 

Ｍ
Ｒ
：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる曲げモーメント 

Ｍ
Ｓ
：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用

する曲げモーメント 

Ｍ
Ｓ
 

Ｍ
Ｂ
 

Ｍ
Ｒ
 

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加軸力Ｎ
Ｂ
の算出 

 

Ｎ
Ｂ
＝Ｎ

Ｒ
－Ｎ

Ｓ 

 

Ｎ
Ｂ
：ＦＥＭに入力する付加軸力 

Ｎ
Ｒ
：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる鉛直力 

Ｎ
Ｓ
：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用

する鉛直力 

Ｎ
Ｓ
 

Ｎ
Ｂ
 

Ｎ
Ｒ
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別紙 3-4 

EL 20.6m

EL 12.5m

EL 2.0m

連続はりモデル

地震時土圧荷重
186.2

320.8
(kN/m2)

MA

QA

EL 15.0m

MA
'

 

MA：基礎スラブに入力する曲げモーメント 

QA：基礎スラブに入力するせん断力 

MA’：せん断力により発生する付加曲げモーメント 

 

(d) 地震時土圧荷重（T14通り，TD～TF通り） 

EL 8.8m

EL 2.0m

連続はりモデル
地震時土圧荷重

186.2

253.5
(kN/m2)

MA

QA

EL 8.5m

MA
'

 

MA：基礎スラブに入力する曲げモーメント 

QA：基礎スラブに入力するせん断力 

MA’：せん断力により発生する付加曲げモーメント 

 

(e) 地震時土圧荷重（TX通り，T2’～T7通り） 

 

図 2－1(2) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重の概念図 
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別紙 3-5 

 

(a) 水平力（ＮＳ方向） 

 

 

(b) 水平力（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(1) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-6 

 

(c) 曲げモーメント（ＮＳ方向） 

 

 

(d) 曲げモーメント（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(2) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 

29



 

別紙 3-7 

 

(e) 鉛直力 

 

図 2－2(3) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

PN 
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別紙 3-8 

 

(f) 付加せん断力（ＮＳ方向） 

 

 

(g) 付加せん断力（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(4) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-9 

 

(h) 付加曲げモーメント（ＮＳ方向） 

 

 

(i) 付加曲げモーメント（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(5) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 
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別紙 3-10 

 

(j) 付加軸力 

 

図 2－2(6) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

PN 

33



 

別紙 3-11 

 

(k) 地震時土圧荷重（せん断力）（ＮＳ方向） 

 

 

(l) 地震時土圧荷重（せん断力）（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(7) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-12 

 

(m) 地震時土圧荷重（曲げモーメント）（ＮＳ方向） 

 

 

(n) 地震時土圧荷重（曲げモーメント）（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(8) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

 

曲げモーメント 

曲げモーメント 

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 
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別紙 4-1 

1. 概要 

本資料は，タービン建物基礎スラブの応力解析における断面の評価部位の選定について

示すものである。 
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別紙 4-2 

2. 断面の評価部位の選定 

タービン建物基礎スラブの荷重の組合せケースを表 2－1 に，配筋領域図を図 2－1 に，

配筋一覧を表 2－2に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表 2－3 に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の

評価結果を図 2－2 に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター

図を図 2－3に示す。 

今回工認では，基準地震動Ｓｓによる入力の増大に伴い，タービン建物の鉄筋コンクリ

ート構造全体としての挙動が塑性域に入ると考えられるため，その塑性域の挙動を適切に

評価するためにタービン建物の基礎スラブの応力解析に弾塑性解析を採用している。ター

ビン建物は基礎スラブ厚が 2.0m～2.5m と比較的薄く，基礎スラブ上に耐震壁が偏在する構

造となっているが，図 2－3 に示すとおり，基礎スラブに特異な応力分布は生じていないこ

とから，弾塑性解析を採用することは妥当であると考える。 
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別紙 4-3 

表 2－1 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 
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別紙 4-4 
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(b) 主筋（上ば筋） 

図 2－1(1) 配筋領域図 
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別紙 4-5 
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(c) せん断補強筋 

図 2－1(2) 配筋領域図 
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別紙 4-6 

表 2－2(1) 配筋一覧 

(a) 主筋（下ば筋） 

領域 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ 3-D32@200 

ＥＷ 3-D32@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｃ 
ＮＳ 2-D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200＋D32@400 

Ｄ 
ＮＳ D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｅ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ D32@200＋D32@400 

Ｆ 
ＮＳ D32@200 

ＥＷ D32@200 
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別紙 4-7 

表 2－2(2) 配筋一覧 

(b) 主筋（上ば筋） 

領域 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ 2-D38@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D38@200＋D32@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200＋D32@400 

Ｃ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｄ 
ＮＳ D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｅ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ D32@200＋D32@400 

Ｆ 
ＮＳ D32@200＋D32@400 

ＥＷ D32@200＋D32@400 

Ｇ 
ＮＳ D32@200 

ＥＷ D32@200 

 

 (c) せん断補強筋 

領域 配筋 

a D32@400×400 

b D38@400×400 
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別紙 4-8 

表 2－3 各評価項目の検定値一覧 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
検定値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ ＥＷ 636 8 0.12 

鉄筋圧縮ひずみ ＥＷ 614 7 0.12 

面外せん断力 面外せん断力 ＥＷ 638 4 
0.62 

（1.06） 

注１：    は，検定値が最大となる要素を示す。 

注２：( )内は応力平均化前の値を示す。 
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別紙 4-9 

 

 

 

 

 

注：    は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

  

 PN

要素番号：614 

鉄筋圧縮ひずみ 

ケース：7 

検定値：0.12 

要素番号：638 

面外せん断力 

ケース：4 

検定値：0.62 

要素番号：636 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：8 

検定値：0.12 
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別紙 4-10 

 

 

 

注：グレーハッチ箇所は機能維持範囲外のエリアを示す。 

面外せん断力（ＥＷ方向，ケース 4） 

 

図 2－3 断面の評価部分の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

 

(kN/m) 

PN 

要素番号：638 
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別紙 5 地震応答解析による壁の塑性化に対する影響検討 
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別紙 5-1 

1. 概要 

Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」に示すように，タービン建物は基準地震動

Ｓｓについて弾塑性時刻歴応答解析を実施しており，せん断スケルトン曲線上の最大応答

値が第 1折点を超え，塑性化する結果となっている。 

一方，タービン建物の基礎スラブの応力解析では，Ⅵ-2-2-8「タービン建物の耐震性に

ついての計算書」における「4.4 解析モデル及び諸元」に示すように，基礎スラブの積層

シェル要素では材料物性の塑性化を考慮しているが，基礎スラブへの拘束効果を考慮する

ためにモデル化した壁については，弾性部材としており，塑性化を考慮していない。 

本資料は，タービン建物の基礎スラブの応力解析において，地震時の壁の塑性化が基礎

スラブの応力に及ぼす影響を検討するものである。 
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別紙 5-2 

2. 壁の塑性化に対する影響検討 

2.1 検討方針 

タービン建物の基礎スラブの応力解析モデル（以下「今回工認モデル」という。）にお

ける壁に対して，地震応答解析に基づく壁の塑性化を考慮したモデル（以下「検討モデ

ル」という。）を用いたＳｓ地震荷重による応力解析を行い，今回工認モデルのＳｓ地震

荷重による応力解析結果との比較を行うことで，壁の塑性化に対する影響を検討する。 

検討項目は，基礎スラブにおける発生値に対する許容値の比が最も小さくなる面外せ

ん断力とする。 

 

2.2 検討方法 

図 2－1に壁の塑性化に対する影響検討フローを示す。 

まず，検討モデルの剛性低下率を算定する。 

次に，今回工認モデルにおける各壁の剛性に対して，検討モデルの剛性低下率を乗じ

ることで，検討モデルを作成する。入力地震荷重は，今回工認モデルの検討に用いたも

のと同じとし，解析ケースは，今回工認モデルで検定値が最も厳しい結果となるケース

（組合せケース 4 ＥＷ方向（面外せん断力））を対象とする。 

最後に，検討モデルによる応力解析を実施し，今回工認モデルの応力解析結果との比

較を行い，壁の塑性化に対する影響を検討する。 
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別紙 5-3 

 

注記＊：ケース 1～ケース 4の地震応答解析結果に基づき算定。 

 

図 2－1 壁の塑性化に対する影響検討フロー 

  

Ⅵ-2-2-8「タービン建物の耐震性に

ついての計算書」の範囲 

検討モデルの 

剛性低下率を算定＊ 

検討モデルの作成 

入力荷重の作成 

応力解析 

壁の塑性化に対する 

影響検討 

（応力解析結果の比較） 

今回工認モデル 

入力荷重の作成 

応力解析 
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別紙 5-4 

2.3 解析モデル 

解析に用いる検討モデルは，図 2－2 に示す今回工認モデルにおける壁の積層シェル要

素のヤング係数に対して，検討モデルの剛性低下率を乗じたものとする。 

具体的には，検討モデルの剛性低下率を各フロアで統一し，タービン建物の基準地震

動Ｓｓに対する地震応答解析の基本ケース（ケース 1）及び材料物性の不確かさを考慮

したケース（ケース 2～ケース 4）における応答値＊に基づき算定した各壁部材の剛性低

下率のフロアごとの最小値とする。 

表 2－1 にタービン建物の地震応答解析結果に基づく各壁部材の剛性低下率を，表 2－

2に設定した検討モデルの剛性低下率を示す。 

 

注記＊：NS2-補-024-03「タービン建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」の

別紙 3－2「材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果」参照。 
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図 2－2 今回工認モデルの概念図 
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別紙 5-5 

表 2－1(1) タービン建物の地震応答解析結果に基づく各壁部材の剛性低下率 

(a)ＮＳ方向 

部位 
EL 

(m) 
剛性低下率 

T1—T2 

20.6～12.5 0.893 

12.5～9.0 － 

9.0～2.0 0.374 

T3—T6 

20.6～12.5 － 

12.5～5.5 0.408 

5.5～2.0 0.663 

T7—T10(TA側) 

20.6～12.5 － 

12.5～5.5 － 

5.5～2.0 0.989 

T7—T10(TF側) 

20.6～12.5 0.293 

12.5～5.5 0.484 

5.5～2.0 0.354 

T11—T13 

20.6～12.5 － 

12.5～5.5 － 

5.5～2.0 0.707 

T14 
20.6～12.5 － 

12.5～2.0 － 

注１：「－」は，塑性化していないことを示す。 

注２：各フロアの最小値（ＮＳ方向及びＥＷ方向包絡）をハッチングで示す。 
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別紙 5-6 

表 2－1(2) タービン建物の地震応答解析結果に基づく各壁部材の剛性低下率 

(b)ＥＷ方向 

部位 
EL 

(m) 
剛性低下率 

TX-TZ(T14側) 
20.6～12.5 0.548 

12.5～5.5 0.422 

TX-TZ(T1側) 
20.6～8.8 0.287 

8.8～5.5 － 

TX-TZ 5.5～2.0 0.840 

TA-TC 20.6～12.5 0.476 

TA-TC(T14側) 
12.5～5.5 0.602 

5.5～2.0 0.635 

TA-TC(T1側) 
12.5～5.5 0.494 

5.5～2.0 0.602 

TC-TF 

20.6～12.5 － 

12.5～5.5 0.388 

5.5～2.0 0.551 

TG-TH 

20.6～12.5 0.838 

12.5～5.5 0.473 

5.5～2.0 0.521 

注１：「－」は，塑性化していないことを示す。 

注２：各フロアの最小値（ＮＳ方向及びＥＷ方向包絡）をハッチングで示す。 

 

表 2－2 検討モデルの剛性低下率 

EL 

(m) 
剛性低下率 

20.6～12.5 0.287 

12.5～5.5 0.287 

5.5～2.0 0.354 
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別紙 5-7 

2.4 検討結果 

基礎スラブの面外せん断力のコンター図について，検討モデルの解析結果を，今回工

認モデルの解析結果と比較して図 2－3 に示す。基礎スラブの最大面外せん断力は，今回

工認モデルよりも検討モデルの方が小さくなる。このことから，壁の塑性化による基礎

スラブの耐震性への影響がないことを確認した。 
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別紙 5-8 

 

 

（単位：kN/m） 

(a) 今回工認モデル 

 

 

（単位：kN/m） 

(b) 検討モデル 

 

注：グレーハッチ箇所は機能維持範囲外エリアを示す。 

 

図 2－3 基礎スラブの面外せん断力のコンター図（ＥＷ方向，ケース 4） 
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別紙 5-9 

3. まとめ 

タービン建物の基礎スラブの応力解析において，地震時の壁の塑性化が基礎スラブの応

力に及ぼす影響を検討した。その結果，タービン建物の基礎スラブは，壁が塑性化した状

態での応力に対して，耐震性を有していることを確認した。 
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別紙 6 最大接地圧について 
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別紙 6-1 

1. 概要 

本資料は，タービン建物基礎スラブの基準地震動Ｓｓによる地震力（以下「Ｓｓ地震時」

という。）に対する接地圧を示すものである。 
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別紙 6-2 

2. 接地圧 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，岩盤の極限支持力度（9.8×103kN/m2）を超えないことを確

認する。 

Ｓｓ地震時の接地圧を表 2－1～表 2－8に示す。材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震

時の最大接地圧は 0.660×103kN/m2であることから，岩盤の極限支持力度を超えないことを

確認した。なお，鉛直力及び転倒モーメントは減衰力を含んだ反力とする。 

 

表 2－1 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 1，ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 133 21.6 0.623 

Ｓｓ－Ｆ１  99.9 15.2 0.523 

Ｓｓ－Ｆ２ 100 17.8 0.558 

Ｓｓ－Ｎ１  89.3 24.7 0.640 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 138 21.2 0.621 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 138 19.0 0.593 

 

 

表 2－2 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 1，ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 133 27.8 0.518 

Ｓｓ－Ｆ１  99.9 30.1 0.514 

Ｓｓ－Ｆ２ 100 28.3 0.503 

Ｓｓ－Ｎ１  89.3 26.1 0.484 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 138 21.2 0.479 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 138 23.8 0.495 
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表 2－3 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 2，ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 134 20.9 0.615 

Ｓｓ－Ｆ１ 103 15.9 0.533 

Ｓｓ－Ｆ２  99.6 16.4 0.538 

Ｓｓ－Ｎ１  89.9 23.4 0.623 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 130 20.0 0.601 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 130 18.6 0.583 

 

 

表 2－4 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 2，ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 134 26.8 0.512 

Ｓｓ－Ｆ１ 103 29.6 0.513 

Ｓｓ－Ｆ２  99.6 27.1 0.495 

Ｓｓ－Ｎ１  89.9 25.0 0.477 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 130 21.3 0.475 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 130 23.8 0.491 
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表 2－5 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 3，ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 133 23.1 0.643 

Ｓｓ－Ｆ１ 105 17.3 0.553 

Ｓｓ－Ｆ２ 104 18.9 0.573 

Ｓｓ－Ｎ１  90.9 26.1 0.660 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 138 22.8 0.642 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 138 19.9 0.604 

 

 

表 2－6 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 3，ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 133 29.0 0.525 

Ｓｓ－Ｆ１ 105 30.3 0.518 

Ｓｓ－Ｆ２ 104 28.1 0.504 

Ｓｓ－Ｎ１  90.9 26.4 0.486 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 138 22.8 0.489 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 138 24.5 0.499 
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表 2－7 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 4，ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 133 21.4 0.621 

Ｓｓ－Ｆ１  99.1 14.8 0.518 

Ｓｓ－Ｆ２ 102 18.3 0.564 

Ｓｓ－Ｎ１  89.5 25.0 0.645 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 138 21.4 0.623 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 138 19.0 0.592 

 

 

表 2－8 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 4，ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×104kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 

Ｓｓ－Ｄ 133 28.8 0.524 

Ｓｓ－Ｆ１  99.1 29.8 0.513 

Ｓｓ－Ｆ２ 102 28.4 0.505 

Ｓｓ－Ｎ１  89.5 26.3 0.486 

Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 138 21.3 0.480 

Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 138 24.0 0.497 
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1. 概要 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力の算定において，ＦＥＭ要素に応力集中が見られる

場合については，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建

築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に基づき，応力の再配分を考

慮してある一定の領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行っている。この場合，

当該要素における応力ではなく，周囲の複数の要素で平均化した応力に対して断面の評

価を実施していることから，本資料では，タービン建物の基礎スラブにおける複数の要

素での応力平均化の考え方及びその結果を示す。 
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2. 応力平均化の考え方 

2.1 応力平均化を実施した領域における断面の評価要素 

断面の評価要素は，応力平均化を行うことによって応力が変わることから，応力平

均化前の断面力に対する検定値をもとに選定している。 

タービン建物の基礎スラブでは，応力平均化前の応力分布において，局所的に大き

な面外せん断力が発生している要素を断面の評価要素とし，応力平均化を行い，応力

平均化後の値に対する断面の評価を実施した。 

応力平均化を実施した要素を表 2－1，要素位置図を図 2－1 に示す。 

 

表 2－1 応力平均化要素 

部位 評価項目 方向 要素番号 
組合せ

ケース 

平均化前の検定値 

（発生値／許容値） 

基礎スラブ 
面外 

せん断力 

面外せん

断応力度 
ＥＷ 638 4 1.06 
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図 2－1 要素位置図 

  

 PN
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2.2 応力平均化の方法 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析においては，部材断面やモデル形状が大きく

変化して不連続になっている箇所は，局所的な応力集中が発生しやすい。  

図 2－2 にタービン建物の基礎スラブの 3 次元ＦＥＭモデルを示す。図 2－2 に示す

ように，当該部は耐震壁との接続部分であり，応力が集中しやすい。図 2－3 に示す面

外せん断力のコンタ―図を見ると，当該要素周辺では大きな面外せん断力が発生して

いることが分かる。 

そこで，タービン建物の基礎スラブの応力解析においては弾塑性解析を採用し，材

料の非線形特性を設定しているが，面外せん断力に対しては非線形特性を考慮できな

いことから，「ＲＣ－Ｎ規準」を参考に，コンクリートのひび割れによる応力の再配

分を考慮し，応力の平均化を行った。なお，基礎スラブ全体でも鉄筋のひずみの最大

値は，0.576×10-3 であり，鉄筋降伏時のひずみ 1.68×10-3 を下回っていること，応力

平均化範囲及びその周辺領域では全面的な曲げ降伏状態には至っていないことを確

認している。 

「ＲＣ－Ｎ規準」においては，「線材では，部材端に生じる斜めせん断ひび割れに

よって部材有効せい程度離れた断面の引張鉄筋の応力度が部材端と同じ大きさまで

増大する現象（テンションシフト）が生じるが，面材では，斜めひび割れが発生した

場合においても，材軸直交方向への応力再配分によって，線材におけるテンションシ

フトのような現象は生じにくいと考えられる。」とされており，耐震壁の面外せん断

力について，「面材であるため，局部的に応力の集中があったとしても，応力の再配

分を生じ，破壊に至ることはない。」とされている。また，基礎スラブのような大断

面を有する面材の面外せん断力について，「通常の場合，ＦＥＭ解析の要素サイズは，

基礎スラブ版厚より小さいため，付図 2.2 に模式的に示されるように設計用面外せん

断力は想定されるひび割れ領域での平均面外せん断力に対して大きめの評価となっ

ているといえる。また，基礎スラブにおいても，耐震壁と同様，面材における面外せ

ん断力の再配分も期待できる。」とされている。「ＲＣ－Ｎ規準」の付図 2.2 を図 2

－4 に示す。 

壁，床スラブ又は基礎スラブのような面材については，「ＲＣ－Ｎ規準」に示され

るように，面材に荷重を作用させる直交部材からせん断破壊面が 45 度の角度で進展

すると考えられることから，せん断破壊面が面材の表面から裏面まで貫通する範囲，

すなわち部材厚の範囲に応力が再配分されると考えられる。タービン建物の基礎スラ

ブにおける面外せん断力に対する応力平均化の考え方を図 2－5 に示す。 

以上より，応力の平均化は，応力コンター図及び基礎スラブの直上の壁配置等を考

慮し，当該要素の壁から離れる側の応力方向に位置する隣接要素に対して，壁面から

基礎スラブの部材厚である 2.5m 分の範囲で行った。応力平均化範囲を図 2－6 に示す。 
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（全体） 

 

（最下階） 

 

図 2－2 タービン建物の基礎スラブの 3 次元ＦＥＭモデル 
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（単位：kN/m） 

注：太線部は耐震壁の位置を示す。 

グレーハッチ箇所は機能維持範囲外エリアを示す。 

 

図 2－3 面外せん断力のコンタ―図 
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図 2－4 「ＲＣ－Ｎ規準」の付図 2.2 

 

耐震壁

せん断破壊面45°

基礎スラブ
部材厚t

応力平均化範囲

 

 

図 2－5 タービン建物の基礎スラブにおける面外せん断力に対する応力平均化の考え方  

74



別紙 7-8 

 

 

図 2－6 応力平均化範囲 

 

  

耐震壁から基礎厚さ分

の長さ2.5mの範囲

応力平均化実施要素

平均化実施に用いた周辺要素

壁直下の範囲(平均化対象外)

 PN
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2.3 応力平均化の結果 

応力平均化の手法として，下式のとおり，要素面積を考慮した重み付け平均で平均

化を行っている。応力平均化に用いる各要素の発生値，面積及び重み付け値を表 2－2

に示す。また，応力平均化の結果を表 2－3 に示す。 

 

Ｑａｖｅ＝Σ(Ｑｉ×Ａｉ)／ΣＡｉ  

 

ここで， 

Ｑａｖｅ ：平均化後の面外せん断力 

Ｑｉ ：平均化前の各要素の面外せん断力（発生値） 

Ａｉ ：応力平均化範囲における各要素の面積 

 

表 2－2 応力平均化に用いる各要素の発生値，面積及び重み付け値 

応力平均化 

対象要素 
方向 

組合せ 

ケース 
要素番号 

発生値 

Ｑｉ  

(×103kN/m) 

要素面積 

Ａｉ  

(m2) 

重み付け値 

Ｑｉ×Ａｉ 

638 ＥＷ 4 
638 6.30 2.3 14.5 

657 0.146 2.7 0.394 

合計  5.0 14.9 

 

表 2－3 応力平均化の結果  

要素番号 方向 
組合せ 

ケース 

面外せん断力 

(×103kN/m) 

平均化前 平均化後 

638 ＥＷ 4 6.30 2.98 
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2.4 断面の評価結果 

  2.4.1 断面の評価方法 

組合せケース 4 の面外せん断力について，発生値が許容値を超えないことを確

認する。許容値は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき算出する。 

 

2.4.2 断面の評価結果 

応力平均化後の評価結果を表 2－4 に示す。表 2－4 より，応力平均化後の面外

せん断力の発生値が許容値を超えないことを確認した。 

 

表 2－4 応力平均化後の評価結果  

要素番号 方向 
組合せ 

ケース 

面外せん断力 

(×103kN/m) 
平均化後の検定値 

（発生値／許容値） 
発生値 許容値 

638 ＥＷ 4 2.98 4.83 0.62 

注：許容せん断力は，発生値と同様に要素面積を考慮した重み付け平均値とする。 
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1. 概要 

Ⅵ-2-2-8「タービン建物の耐震性についての計算書」（以下「耐震計算書」という。）

における基礎スラブの評価では，建物のロッキングによる基礎浮上がりが基礎スラブの

接地面に局所的に過大な応力を発生させることが考えられることから，基礎浮上がりが

起こりやすい条件として，タービン建物と蒸気タービンの基礎の振動の位相を同位相と

なるように荷重を設定していた。 

本検討では，タービン建物と蒸気タービンの基礎が逆位相で振動する場合の影響を検

討する。 

 

2. 影響検討 

2.1 検討方法 

タービン建物と蒸気タービンの基礎が逆位相の振動をする場合の基礎スラブの評

価では，耐震計算書の応力解析モデルに入力している荷重のうち，蒸気タービンの基

礎からの反力を逆方向に作用させる。なお，入力する荷重の大きさは耐震計算書にお

ける基礎スラブに入力するＳｓ地震荷重と同じであり，応力解析モデルは工認モデル

からの変更はない。 
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2.2 荷重の組合せ 

解析ケースは組合せ係数法に基づいて，表 2－1 に示す 16 ケースとした。 

 

表 2－1 解析ケース 

外力の状態 
ケース

No. 
荷重の組合せ＊ 

蒸気タービンの基礎

反力（水平方向） 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 1.0ＴＧＮＳ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 1.0ＴＧＳＮ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 1.0ＴＧＮＳ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 1.0ＴＧＳＮ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 1.0ＴＧＥＷ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 1.0ＴＧＷＥ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 1.0ＴＧＥＷ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 1.0ＴＧＷＥ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 0.4ＴＧＮＳ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 0.4ＴＧＳＮ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 0.4ＴＧＮＳ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 0.4ＴＧＳＮ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 0.4ＴＧＥＷ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 0.4ＴＧＷＥ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 0.4ＴＧＥＷ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 0.4ＴＧＷＥ 

注記＊：水平地震力に蒸気タービンの基礎反力は含まない。 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｐ  ：積載荷重 

ＳｓＳＮ  ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＮＳ  ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＥＷ  ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＷＥ  ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＵＤ  ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ  ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 

ＴＧＳＮ  ：Ｓ→Ｎ方向 蒸気タービンの基礎反力 

ＴＧＮＳ  ：Ｎ→Ｓ方向 蒸気タービンの基礎反力 

ＴＧＥＷ  ：Ｅ→Ｗ方向 蒸気タービンの基礎反力 

ＴＧＷＥ  ：Ｗ→Ｅ方向 蒸気タービンの基礎反力 
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2.3 検討結果 

表 2－2 及び図 2－1 にタービン建物と蒸気タービンの基礎が逆位相となる場合の検

討結果を示す。比較のために表 2－3 及び図 2－2 に工認モデル（蒸気タービンの基礎

同位相）の検討結果も示す。蒸気タービンの基礎を逆位相とした場合，図 2－1 及び図

2－2 に示すとおり，最大値発生位置に変動は生じるものの，コンクリートの最大圧縮

ひずみ，鉄筋最大ひずみ及び面外せん断力は，いずれも許容限界内であることを確認

した。 

 

表 2－2 最大値一覧（蒸気タービンの基礎逆位相） 

項目 方向 要素番号 荷重ケース 解析結果 許容限界 

コンクリート 

最大圧縮ひずみ 

（×10-3） 

ＮＳ 637 4 0.652 3.00 

ＥＷ 638 4 0.351 3.00 

鉄筋最大ひずみ 

（×10-3） 

ＮＳ 637 3 1.66 5.00 

ＥＷ 258 4 0.953 5.00 

面外せん断力 

（×103kN/m） 

ＮＳ 655 3 5.30 5.99 

ＥＷ 616 4 5.23 5.99 

 

表 2－3 最大値一覧（工認モデル（蒸気タービンの基礎同位相）） 

項目 方向 要素番号 荷重ケース 解析結果 許容限界 

コンクリート 

最大圧縮ひずみ 

（×10-3） 

ＮＳ 290 4 0.318 3.00 

ＥＷ 636 8 0.344 3.00 

鉄筋最大ひずみ 

（×10-3） 

ＮＳ 457 4 0.402 5.00 

ＥＷ 614 7 0.576 5.00 

面外せん断力 

（×103kN/m） 

ＮＳ 638 3 4.32 5.99 

ＥＷ 638 4 2.98＊ 4.83 

注記＊：応力の再配分を考慮して，応力平均化を行った結果。 
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図 2－1 最大値発生位置（蒸気タービンの基礎逆位相） 

 

 

図 2－2 最大値発生位置（工認モデル（蒸気タービンの基礎同位相）） 

 

要素番号 :637 

要素番号 :258 要素番号 :638 要素番号 :616 要素番号 :655 

要素番号 :636 要素番号 :638 要素番号 :614 要素番号 :457 
 PN

 PN

要素番号 :290 
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